予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　火山防災対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

知事直轄・危機管理　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2746）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　1,215千円（前年度予算額：1,100千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,100

	要求額
	1,215
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,215

	1月29日時点
査定額
	1,215
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,215

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
火山防災対策は、市町村、県、国、自衛隊、警察、消防、火山専門家等、関係機関が多岐にわたることから、関係機関による防災協議会を設置し、火山防災体制を構築することが必要である。
現在、本県には、御嶽山、焼岳、乗鞍岳、アカンダナ山、白山の５つの火山が存在しているが、このうち、アカンダナ山を除く４火山について、気象庁は「常時観測火山」に選定し、火山活動を24時間体制で常時観測・監視するとともに、活発で優先順位の高い火山から火山防災体制の充実強化を進めている。
本県では、御嶽山、焼岳に続いて、平成25年3月には白山の協議会を設置し、関係機関と具体的な対策を行っている。今後とも、各協議会における検討を通じて、白山の噴火警戒レベルの運用や、避難場所・避難経路等の防災上必要な情報を記載した「火山防災マップ」を作成・配布するなど、防災知識の普及啓発に努める必要がある。　
＜白山の防災対策上の課題＞
平成25年3月に両県関係機関をメンバーとする「白山火山防災協議会」を設置し、具体的な検討を開始した。
今後、協議会において、「噴火警戒レベルの運用」「噴火シミュレーションの策定」「火山防災計画の作成」「避難計画の策定」など、具体的な対策を実施・検討し、必要な火山防災対策を進める必要がある。
＜焼岳の防災対策上の課題＞
焼岳の「火山ハザードマップ」については、平成14年3月に作成済みであるが、新たな噴火想定に基づく警戒レベル４、５（周辺住民の避難が必要）に係る防災行動（避難計画）を踏まえた「火山防災マップ（基本図）」を今年度中に作成する予定であり、来年度は、住民用・観光客用の「火山防災マップ」を構成機関ごとに作成する予定である。
＜御嶽山の防災対策上の課題＞
平成19年の小規模噴火活動及び平成20年3月の火山噴火警戒レベル導入(気象庁)時に、警戒レベルと連動した防災計画を地元市で策定したが、警戒レベル４、５に係る防災行動（避難計画）は定めていない状況である。
また、国（気象庁）は、火山が複数県にまたがる場合、関係機関が合同で火山防災協議会を設置して避難行動計画を定めるよう求めているが、現状では、各県の協議会はあるものの、両県合同の協議会は設立されていないため、この協議会の設置とともに、避難計画の共同検討を早急に進める必要がある。

＜乗鞍岳の防災対策上の課題＞

乗鞍岳の噴火活動は現在も静穏を保っており、緊急性が高い状況ではないが、本県の「常時観測火山」のうち、協議会が未設置であるのは乗鞍岳のみであり、長野県・岐阜県における火山防災体制の強化のため、早急に体制を整えておくことが重要である。
３　事業費の積算内訳
　　旅費680　　需用費278　　役務費90　　その他167
	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
焼岳、御嶽山に続き、白山についても火山防災対策を検討する協議会を設置したところであり、今後、火山ごとに具体的な対策をさらに検討していく。

また、御嶽山における両県合同協議会の設置に向けた協議を進めるともに、今後、常時観測火山である乗鞍岳についても、協議会の設置に向け、関係機関との協議を進めることとする。

当面の優先課題として、白山における噴火警戒レベル運用と火山ハザードマップ（火山災害の危険性を表したもの）の作成を目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	白山火山防災協議会の開催回数
	(H23)
	１回(H24)
	(H　)
	１回
(H25)
	１回(H25～)
	100％


	御嶽山火山防災協議会の開催回数
	(H  )
	１回

(H18)
	未開催(H19～)
	未開催

(H25)
	１回
(H25～)
	0％


	焼岳火山防災協議会の開催回数
	(H  )
	未開催

(H23)
	1回
(H24)
	１回
(H25)
	１回
(H25～)
	100％



（平成25年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（白山）

　・平成25年8月 　両県コアグループ会議（第１回）

　・平成25年11月  両県コアグループ会議（第２回）
　・平成25年11月  白山火山防災協議会

（焼岳）　
　・平成25年5月 　両県幹事会
　・平成25年7月 　焼岳火山噴火対策協議会

　・平成25年9月 　火山防災基本図検討委員会（第１回）

　・平成26年1月  火山防災基本図検討委員会（第２回）【予定】

　・平成26年2月 　火山防災訓練【予定】

　・平成26年3月 　火山防災基本図検討委員会（第３回）【予定】

（御嶽山）

　・平成25年9月 　関係機関との意見交換会（第１回）

（乗鞍岳）

　・平成25年9月 　関係機関との意見交換会（第１回）

　・平成25年10月　関係機関との意見交換会（第２回）


（平成25年度の成果）
	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
焼岳、白山については、協議会を開催し、関係機関と具体的な対策を行ったところ。　

御嶽山については、両県合同協議会の設置に向けた調整を開始したところであり、乗鞍岳については、協議会設置に向けた検討を開始したところである。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	国の防災基本計画において、「都道府県は、国、市町村、公共機関、専門家等と連携し、火山防災協議会を設置するなど、体制を整備するよう努めるものとする。」と明記されているなど、火山防災協議会の設置により、火山防災体制を構築していくことは不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
御嶽山については、現在、岐阜県内機関のみの協議会となっており、両県合同の協議会となっていない状況である。今後、両県共通した避難計画等の作成のため、長野県との協議により、両県合同協議会の設置に向けた検討を進めていく必要がある。

乗鞍岳についても、同様に協議会設置に向けた検討を進めていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
白山の協議会設置に続き、御嶽山における両県合同協議会設置、常時観測火山である乗鞍岳における協議会設置についても、今後、関係機関との協議を進めていくこととする。


